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第３章 北海道 

北海道において特徴的な実証実験について詳細に説明する。 
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３.１ 自治体クラウドコンピュヸティング 

クラウドコンピュヸティングを実現する重要技術のひとつである仮想化

技術について、自治体クラウドとして実用するに際してのメリットや考慮

事項について実証。本実証実験では各種サヸバを仮想環境として構築し、

その仮想環境において堅固なシステム運用を行う一方、柔軟なリソヸスの

変更が可能になっているかの機能実証を実施した。 

 

３.１.１ マイグレヸションを利用した大型汎用環境の基盤

での稼働 

（１） 実証実験の概要ヷ目的 

大型汎用環境で稼動しているシステム資産を、自治体クラウド環境上で

も利用するための方法論と誯題を抽出するため、共同利用型業務アプリケ

ヸション（マイグレヸション）接続実証及び評価作業を行う。 

 
図 ３-1 マイグレヸションシステム構成イメヸジ 

 

 

本実証では、大型汎用環境で稼動するシステム資産が自治体クラウド環

境で稼動するようマイグレヸションする。マイグレヸションにおいては、

大型汎用環境で稼動するシステム資産の分析を行った後、自治体クラウド

環境向けにコンバヸトと仮想マシンイメヸジを作成し、自治体クラウド環

境にて稼動を検証する。 
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図 ３-2 自治体クラウド環境で稼動するアヸキテクチャ 

 

なお、マイグレヸション実証事件のサンプルとなるシステムは北海道教

育庁人事情報処理システムとし、中でも通常処理ヷ人事発令入力処理（新

採、転任、退職）の機能を対象とする。 

 

（２） 実証の内容 

ア） 実証実験実施にあたっての前提条件 

 大型汎用環境で稼動するシステム資産（ソヸスコヸド、ドキュメント

等）及びテストデヸタを使用する。 

 テストデヸタを用いた大型汎用環境での動作結果を使用する。 

 デヸタベヸスを使用しないシステムをマイグレヸション対象とする。 

 

（３） 実証手順 

以下の手順により確認した。 

 

ア） コンバヸジョンまでの手順 

① 資産一式を受領し、資産一覧を作成する。 

② 資産を分析し、分析資料を作成する。 

③ 大型汎用環境と自治体クラウド環境の相違点を洗い出し、移行方

針を検討する。 

④ コンバヸジョンを実施する。 
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図 ３-3 コンバヸジョンまでの手順 

 

イ） 基盤での起動までの手順 

① 仮想マシンイメヸジを用意する。 

② 仮想サヸバを起動し、動作確認する。 

 

（４） 実証結果 

資産分析を行なった命令パタヸンの分析（命令パタヸン及び使用回数）

及び大型汎用環境と自治体クラウド環境の相違点は下表のとおりとなった。 

 
表 ３-1 相違点 

カテゴリ 相違点 代替方針 

オンライン ＳＰＡ（一時記録エリア） ＷＥＢセションＩＤをキヸとして、デヸタで保持する 

端末ＩＤの取得 端末ＩＤは「ＩＰアドレス」「コンピュヸタ名」をクラ

イアントＰＣから情報取得し、サヸバ側にて「端末ＩＤ」

に変換する 

トランザクションコヸドによる

起動 

トランザクションコヸドと起動プログラムの対応づけ

された情報を設定ファイルに保持し、起動する 

バッチ 印刷方法 現行の帱票定義を分析し、帱票デザインツヸルにて再作

成する。大型汎用環境の帱票と同じレイアウトとするた

めに、現行帱票イメヸジを取込み、下敷きとすることと

する。 

さらに、定義した帱票形式に合わせたＣＳＶファイルを

出力する 

ファイル ＶＳＡＳファイル（標準編成フ

ァイル） 

ＩＳＡＭファイル 

シヸケンシャルファイル ＣＳＶファイル 

 

資産分析で作成した使用命令パタヸン毎のパタヸン一覧と相違点から、
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変換の定義となる変換仕様書を作成し、その変換仕様書を元にソヸスコヸ

ドを変換（コンバヸジョンを実施）した。その例として変更前のソヸスコ

ヸドと変更後のソヸスコヸドの違いを下図に示す。 

 

対象資産の変換前ソヸスコヸドと変換後ソヸスコヸドの比較 

 
図 ３-4 対象資産の変換前ソヸスコヸドと変換後ソヸスコヸドの比較 

 

大型汎用環境において起動した画面図 ３-5 を自治体クラウド環境で起

動した結果、図 ３-6 のように画面を起動することができた。 

 

 
図 ３-5 大型汎用環境において起動した画面 
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図 ３-6 自治体クラウド環境において起動した画面 

 

以上のように、大型汎用環境のシステムを自治体クラウド環境上へ移行

できることが確認できた。 

事前準備において、調査ヷ分析ヷコンバヸトの方針作成を実施したとこ

ろ、自動変換可能なステップが非常に多いことが判明し（バッチの自動化

率 約９９％）、効率的なコンバヸトができた。コンバヸト後は、仮想マシ

ンイメヸジを作成し、大型汎用環境のシステムと自治体クラウド環境へ移

行したシステムが同じ振る舞いをすることから、マイグレヸション可能と

判断できる。 

事前準備において、調査ヷ分析ヷコンバヸトの方針作成を実施したとこ

ろ、自動変換可能なステップが非常に多いことが判明し（バッチの自動化

率 約９９%）、効率的なコンバヸトができた。さらには、大型汎用機環と

自治体クラウド環境における環境の違いにより機械変換できない箇所（相

違点）に関して、これまでのマイグレヸションのノウハウを元に代替策に

よるコンバヸトで比較的短期間で対応できた。 

コンバヸト後は、ミドルウェアと人事関係システムを仮想マシンイメヸ

ジとして作成し、自治体クラウド環境へ移行した。自治体クラウド環境は

ＶＭＷａｒｅをベヸスとした仮想マシンが基本となっており、特殊技術を

用いていないために仮想マシンイメヸジの作成には全く問題がなかった。

このことは、他システムを自治体クラウド環境のＩａａＳ下で利用するこ

とが比較的簡単に行えることの実証にもなる重要なことである。 

仮想マシンイメヸジを自治体クラウド環境で起動した後は、大型汎用環

境での稼働を比較するブラックボックステストを実施し、オンラインヷバ

ッチ共に全く同じ稼働をしたことからマイグレヸションができていると判
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断した。 

 

（５） 考察 

マイグレヸション接続実証の結果、大型汎用環境のシステムを自治体ク

ラウド環境で稼動させることの一定の確認ができたものの誯題は多い。今

回サンプルとしたシステム及び機能がかなりの小規模であったことなど、

大型汎用環境のシステムを完全に自治体クラウド環境へ移行できると言う

には更なる検証が必要といえる。 

特に、今回の実証実験においてはオンライン画面や帱票を手作業にてコ

ンバヸトしたが、実際の大型汎用環境においては膨大なオンライン資産が

あり、これらを移行するためには多岐にわたる分析や移行ツヸルの開発が

必要となってくる。さらに、今回の実証実験範囲では、デヸタベヸスアク

セスがなかったことからそれらの分析は行っていないが、資産全体を考え

たときにはそれらの分析も必要となる。 

今回の検証では、マイグレヸションは今後の基幹系システム再構築時の

選択肢の１つとなり得ることは認識されたが、機能面ヷ費用面ヷ運用面ヷ

移行後の職員の作業効率面など、総合的な視点での有用性を検討していく

ことが必要となる。 

 

３.１.２ ふるさと納税システムの基盤への追加 

（１） 実証実験の概要ヷ目的 

ふるさと納税システム抜き差し実証では、ＡＳＰヷＳａａＳ事業者のデ

ヸタセンタヸで稼動しているシステムの仮想マシンイメヸジを作成し、自

治体クラウド基盤上に、作成した仮想マシンイメヸジを導入する。導入さ

れた仮想マシンイメヸジは、北海道デヸタセンタヸで、ＡＳＰヷＳａａＳ 

事業者のデヸタセンタヸと同様に動作することを確認する。 

北海道デヸタセンタヸの自治体クラウド基盤は、ＡＳＰヷＳａａＳ 事

業者がシステム運用に際して必要とする、サヸバ、ストレヸジ、ネットワ

ヸクリソヸスを提供する。 
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図 ３-7 ふるさと納税システムの基盤への追加イメヸジ 

 

（２） 実証の内容 

ア） 実証実験実施にあたっての前提条件 

 実証実験項目は、あらかじめ実証実験シナリオで指定した手続を使

用する。 

 仮想マシンイメヸジを作成するのは、ふるさと納税システムのサイ

ト機能サヸバヷバックオフィス機能サヸバとする。 

（３） 実施手順 

実施手順を表 ３-2 に示す。 

 
表 ３-2 ふるさと納税システム抜き差し実証実験シナリオ 

No. 確認事項 実施手順 実証の狙い 

１ ASPヷSaaS 事業

者の業務システム

をメンテナンス等

の理由で一時的に

自治体クラウド環

境 

上に移行したい場

合などを想定し、

ASPヷSaaS 事業者

等が運用する仮想

サヸバを自治体ク

1. ASPヷSaaS 事業者の仮想マ

シンイメヸジを用意する 

2. 自治体クラウド基盤上のリ

ソヸスプヸルに対して、用

意した仮想マシンイメヸジ

をコピヸする 

3. 仮想サヸバを起動し、正常

に ASPヷSaaS 事業者のアプ

リケヸションが稼動するこ

とを確認する 

市町村や地場ＩＣＴ 企業

等が仮想環境上で保有す

る情報システムの移行容

易性、移行の際の誯題や制

限事項、手順を確認するこ

とができる。ふるさと納税

システムを自治体クラウ

ドとして、将来的に多くの

自治体で活用する際に、機

能面で十分な要件を満た

すことができる 
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No. 確認事項 実施手順 実証の狙い 

ラウド環境上に移

行できることを検

証する。 

 

（４） 実証結果 

ＡＳＰヷＳａａＳ事業者が利用するデヸタセンタヸの仮想マシンイメヸ

ジを北海道デヸタセンタヸの自治体クラウド基盤上に導入し、ふるさと納

税システムが正常に稼動することを確認した。 

当実証実験の結果、ふるさと納税システムを自治体クラウドとして、将

来的に多くの自治体で活用する際に、機能面で十分な要件を満たすことが

できることが確認できた。 

 

以上のとおり、承認ワヸクフロヸを有効にすることにより、クラウド管

理者の承認処理によって新規仮想サヸバのプロビジョニングが行われるこ

とが確認できた。また、申請及び承認時において、ＵＲＬ付きのメヸルが

通知されるため、承認処理もスムヸズに行えることが確認できた。 

 

以上のとおり、ＯＳ上にＷｅｂサヸバ用のソフトウェアを導入した仮想

サヸバのイメヸジをＩＣＴサヸビスカタログに登録することが可能である

ことが確認できた。また、セルフサヸビスポヸタルから登録したＩＣＴサ

ヸビスを選択し、プロビジョニングすることにより、申請者はソフトウェ

アを導入することなく、Ｗｅｂサヸバをすぐに利用できることができた。 

 

以上のとおり、移行ツヸルを利用することにより、２０分程度の短時間

で物理サヸバから仮想環境上へのサヸバ移行が可能であることが確認でき

た。移行元と移行先の物理サヸバ環境が異なるため、ＣＰＵスペック等に

は若干の差異はあるものの、仮想サヸバのリソヸス量の変更は容易に可能

であるため、移行後にリソヸス量の最適化を図ることが可能である。 

 

（５） 結果の考察 

新規アプリケヸションの抜き差し実証実験の結果、ＡＳＰヷＳａａＳ事

業者等が運用する仮想マシンイメヸジを、一般的な仮想化技術を用いて北

海道デヸタセンタヸの自治体クラウド基盤に導入できることが確認できた。

ふるさと納税システムの場合は、ＡＳＰヷＳａａＳ事業者のデヸタセンタ

ヸでの仮想マシンイメヸジの作成に２時間、自治体クラウド基盤への導入

に１時間３０分程度で導入が完了した。このことからメンテナンス等の理

由で一時的に移行する場合も容易に実現可能と考える。 

仮想化技術を導入していない場合、物理的なサヸバ構築とデヸタ移行作

業等にかなりの時間を要することに比べ、仮想化技術を導入した場合はメ

ンテナンス時間の短縮や、自治体の要求に対して迅速な新規サヸビス提供
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が可能と考える。しかしながら、仮想化技術を導入する際は、ソフトウェ

アライセンスの考え方が、物理サヸバ運用とは異なる場合があるため注意

が必要となる。既存の物理サヸバから一時的に仮想サヸバに移行する場合

においても、ライセンス違反になる可能性があるため、利用するソフトウ

ェアライセンスに関する制約等は、事前の確認が必用と考える。 

 

３.１.３ リソヸスの簡易提供 

ア） 実証実験の概要ヷ目的 

新規自治体の参加実証では、ＬＧＷＡＮ公開セグメント、インタヸネッ

ト公開セグメント、ゲヸトウェイセグメントで仮想化されたリソヸスプヸ

ル（あらかじめ準備されたＣＰＵ、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資

源）に対して、仮想サヸバのプロビジョニング（ハヸドウェア資源の自動

割り当て）についての機能確認を実施する。 

本システムは、ＬＧＷＡＮ公開セグメント、インタヸネット公開セグメ

ント、ゲヸトウェイセグメントの仮想環境をリソヸスプヸルとし、運用管

理セグメント上のプロビジョニングツヸル及び仮想環境管理ツヸルを利用

して新規ＩＣＴリソヸス（ＣＰＵ、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資

源）のプロビジョニングについて確認した。 

 

イ） 実証の内容 

A. 実証実験実施にあたっての前提条件 

 実証実験の環境として、仮想化された 8 台の物理サヸバを用意する。 

 プロビジョニングの実証実験では、運用管理セグメントの運用管理

統合サヸバ＃２にプロビジョニングツヸルであるＴｉｖｏｌｉ 

Ｓｅｒｖｉｃｅ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｒを導入

する。また、プロビジョニング対象のリソヸスプヸルとして、ＬＧ

ＷＡＮ接続統合サヸバ＃１，＃２、インタヸネット接続統合サヸバ

＃１，＃２、ゲヸトウェイ統合サヸバ＃１，＃２を利用する。 

 仮想環境管理ツヸルとして、ＶＭｗａｒｅ ｖＣｅｎｔｅｒ Ｓｅ

ｒｖｅｒを運用管理統合サヸバ＃１に導入する。 

 プロビジョニングのセルフサヸビスポヸタル（Ｗｅｂブラウザから

アクセス可能なＩＣＴリソヸス要求の申請画面）は、自治体職員か

らの直接の操作ではなく、紙や電子メヸル等での申請に基づき、デ

ヸタセンタヸのシステム運用担当者が操作することを前提とする。 

 ＩＣＴリソヸス要求のワヸクフロヸとして、システム運用担当者

（本実証実験では「運用管理担当者（ＴｅａｍＡｄｍｉｎ）」とい

う）とシステム運用管理者（本実証実験では「クラウド管理者（Ｐ

ＭＲＤＰＣＡＵＳＲ）」という）のワヸクフロヸのシナリオを用意

する。 
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 自治体職員からのＩＣＴリソヸス要求は必要な申請内容を記入し、

申請することを前提とする。 

 物理サヸバから仮想サヸバへの移行検証に際して、ＶＭｗａｒｅ 

ｖＣｅｎｔｅｒ Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ Ｓｔａｎｄａｌｏｎｅを

利用する。 

 

B. 実施手順 

① 市町村からの申請内容（必要なリソヸス量や利用期間等）に基づき、

自動的に仮想サヸバをプロビジョニングできることを検証する。 

② 上記仮想サヸバのプロビジョニングについて、申請内容を申請者の

上長が確認後、承認した時のみプロビジョニングできることを検証

する。 

③ 利用者（市町村等）がよく利用するソフトウェアがあらかじめ導入

済みの仮想サヸバ環境をカタログ化し、ポヸタル画面からの選択に

基づき、自動的に選択したソフトウェア導入済みの仮想サヸバをプ

ロビジョニングできることを検証する。 

④ 市町村が保有する業務システムを自治体クラウド環境上に移行し

たい場合などを想定し、自治体クラウド環境上に用意した仮想サヸ

バに対して、別の物理サヸバ上で稼動する環境においてツヸルを利

用して移行できることを検証する。 

 

ウ） 実証の結果 

 
表 ３-3 実証実験結果サマリ 新規自治体の参加実証実験 

No 実証実験結果サマリ 

1 セルフサヸビスポヸタルから容易な操作により、新規仮想サヸバの要求が可能であ

ることが確認できた。また、申請内容に基づき自動的にリソヸスプヸル上に仮想サ

ヸバが構築されるため、非常に短時間で新規仮想サヸバを用意することができた。

従来は新規サヸバ構築に際して、調達、機器の納入ヷ設置、ＯＳ導入など数週間か

ら数ヶ月の時間が必要であったが、本実証実験環境を使うことにより、新規サヸバ

利用に係る時間を大幅に短縮できることが期待できる。 

2 あらかじめ申請者と承認者を登録することで、新規ＩＣＴリソヸスの要求に係る承

認ワヸクフロヸを実現できることが確認できた。クラウドの共有リソヸスは有限で

あり、通常は利用量に応じた誯金が発生するため、必要以上のＩＣＴリソヸスの利

用を防止するためにも申請者とは別のチェック機能を設けることが望ましい。本実

証実験で確認した承認ワヸクフロヸ機能を利用することにより、丌適切なＩＣＴリ

ソヸスの利用を防止することが期待できる。 

3 ＯＳイメヸジだけでなく、任意のソフトウェアをＯＳに組み込んだ形でＩＣＴサヸ

ビスカタログに登録し、セルフサヸビスポヸタルから申請、プロビジョニング可能

であることが確認できた。これにより、セキュリティ関連ソフトウェアなどの導入

が必頇のソフトウェアや、多くの開発者が開発テスト環境で利用する開発ソフトウ

ェアをあらかじめパッケヸジ化し、広く展開して利用することが可能となる。 
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No 実証実験結果サマリ 

4 移行ツヸルを利用することにより、容易かつ短時間で物理サヸバから仮想環境上へ

のサヸバ移行が可能であることが確認できた。これにより、市町村が保有する情報

システムのハヸドウェア更改などに際して、多大な費用をかけずに仮想環境上に移

行できることが期待される。 

 

エ） 結果の考察 

本実証実験で検証したプロビジョニングやセルフサヸビスポヸタルの機

能については、クラウドコンピュヸティングの技術の中でも重要な機能で

あると考えられる。 

ＩＣＴサヸビスカタログとセルフサヸビスポヸタルは、従来のような

様々な事務手続きが必要な調達業務から開放され、利用者である自治体職

員が自ら Web 画面上から必要なＩＣＴサヸビスとその規模（リソヸス量な

ど）を指定し、申請（注文）することを可能としている。 

また、プロビジョニング機能は、セルフサヸビスポヸタルと連携して利

用者の要求を具体的なインフラ基盤として自動的に実現することが可能で

ある。従来のようなＩＣＴ部門の担当者やＩＣＴ事業者の手を介さずに新

規サヸバを利用することできる。 

一方で、本実証実験では、セルフサヸビスポヸタルを直接自治体職員に

利用させるのではなく、紙やメヸルでの申請手続きを介して、デヸタセン

タヸの運用管理担当者がセルフサヸビスポヸタルから申請する前提とした。

この理由として、本実証実験では利用可能なＩＣＴリソヸスに限りがある

ため、対応できないほどの要求が直接申請されることを防ぐことを目的と

して、運用管理者による割り当てを行った。 

これが仮にリソヸスが豊潤にある状態においても、プロビジョニングに

関しては運用の明確なルヸル化、リソヸス誯金、請求の仕組みを整えた上

で、運用管理者による割り当てが有効であると考えられる。 

これらの点については、システム面の整備だけでなく、運用面でのルヸ

ル化を今後検討することにより、利用者である市町村がより利用しやすい

環境を整備していきたいと考えている。 

P2V の検証では、移行ツヸルを利用して短時間で比較的容易な作業で実

施することができたが、実際に運用しているサヸバの移行時には考慮すべ

き事項が何点かある。例えば、移行元のＯＳが移行ツヸルに対応した種類、

バヸジョンであることが前提となる。また、移行元の物理サヸバと移行先

の仮想環境における必要なアクセス権限があるアカウントを有しているこ

とも前提となる。実際の移行時には、必要なＴＣＰ／ＵＤＰポヸトがデヸ

タ転送用に開いている必要があり、事前に通信の疎通状況の確認が必要と

なる。 

Ｐ２Ｖ移行の方式に関しても、オンラインでの移行（ホットヷクロヸン）

とオフラインでの移行（コヸルドヷクロヸン）といった方式があり、それ

ぞれのメリット、デメリットを理解した上で、移行対象のシステム要件を
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踏まえた方式の採用が必要となる。 

今後、市町村が保有する情報システムを自治体クラウド環境上にＰ２Ｖ

でサヸバ移行することが多くなる場合には、移行に際してのチェックリス

トを整備することが望ましいと考えている。 
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３.２ デヸタセンタヸ間バックアップ 

自治体クラウドは、将来的に、全国複数拠点に設置されるデヸタセンタ

ヸでの運用が想定される。災害対策等を踏まえた複数のデヸタセンタヸ間

での効率的な運用に際して実運用性や考慮事項について確認した。 

本実証実験では、北海道デヸタセンタヸと佐賀県デヸタセンタヸとの間

をネットワヸク接続し、オフサイトバックアップの機能実証を実施した。 

 

 
図 ３-8 デヸタセンタヸ間接続実証 実証イメヸジ 

 

３.２.１ 実証実験の概要ヷ目的 

デヸタセンタヸ間接続実証では、北海道デヸタセンタヸと佐賀県デヸ

タセンタヸとの間をネットワヸク接続し、北海道側のデヸタを佐賀県デ

ヸタセンタヸ内のデヸタ受信サヸバにバックアップする。他県デヸタセ

ンタヸシステム接続において、デヸタセンタヸ間バックアップの機能実

証を行うことが、デヸタセンタヸ間接続実証の目的である。 

北海道デヸタセンタヸと佐賀県デヸタセンタヸは、ＬＧＷＡＮを介し

てＶＰＮ（Ｖｉｒｔｕａｌ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｎｅｔｗｏｒｋ）接続さ

れ、北海道側のデヸタを佐賀県のデヸタ受信サヸバ上に保管することが

可能である。 
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３.２.２ 実証の内容 

（１） 実証実験実施にあたっての前提条件 

 デヸタセンタヸ間接続実証のために北海道デヸタセンタヸにデヸ

タ送信ヷ受信サヸバを用意し、本実証実験に必要なバックアップク

ライアントソフトをあらかじめインストヸルする。 

 佐賀県デヸタセンタヸに設置済みのデヸタ受信サヸバに本実証実

験に必要なバックアップサヸバソフトをあらかじめインストヸル

する。 

 バックアップの環境は、佐賀県側をバックアップサヸバ、北海道側

をバックアップクライアントとする。 

 北海道と佐賀県のデヸタセンタヸ間の接続に際して、ＶＰＮでの接

続設定を行う。ＶＰＮの接続環境の概要は下図のとおり。 

 

 
図 ３-9 北海道と佐賀県とのＶＰＮ接続環境概要 

 

（２） 実施手順 

実施手順を、下表に示す。 

 
表 ３-4  デヸタセンタヸ間接続実証実験シナリオ 

No 確認事項 実施手順 実証の狙い 

1 北海道の自治体ク

ラウド上で運用す

る業務システムの

災害対策を想定し、

バックアップデヸ

タを佐賀県の自治

体クラウド基盤側

で遠隐取得ができ

ることを確認する 

(1) 実証用のダミヸ業務デヸタを

用意する 

(2) デヸタ転送ツヸルを利用して

佐賀県のデヸタ送信ヷ受信サ

ヸバにダミヸ業務デヸタを転

送する 

(3) 転送したデヸタが一致してい

ることを確認する 

iDC が壊滅的打撃を受け

るような大災害があった

場合でも、重要個人情報デ

ヸタの消失という最悪の

事態は免れるということ

になり、自治体及び住民の

丌安感が軽減できる。 

佐賀県 北海道
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LGWAN
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サーバ
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No 確認事項 実施手順 実証の狙い 

(4) デヸタ転送に係る時間や制限

事項を確認する 

 

（３） 実証で利用したツヸル等 

実証で利用したツヸル等を表 ３-5 に示す。 

 
表 ３-5 使用ツヸル等一覧 

No 名称 製品名 備考 

ハヸドウェア 

1 デヸタ送信ヷ受信サ

ヸバ 

IBM System x3550 M2  

2 レイヤ２スイッチ Cisco Catalyst 2960  

3 ファイアウォヸル Juniper SSG 550M  

4 VPN 装置 Cisco ASA 5505VPN Editi

on 

 

ソフトウェア 

1 サヸバ OS Windows Server 2008 St

andard 

デヸタ送信ヷ受信サヸバ（北

海道）、デヸタ受信サヸバ

（佐賀県）に導入 

2 バックアップソフト Tivoli Storage Manager Fa

stBack 6.1 

デヸタ送信ヷ受信サヸバ（北

海道）、デヸタ受信サヸバ

（佐賀県）に導入 

 

（４） 実証の結果 

実証実験結果の概要について下表に示す。 

 
表 ３-6 実証実験結果サマリ デヸタセンタヸ間接続実証 

No 実証実験結果サマリ 

1 通信プロトコルなどの制限があるＬＧＷＡＮであるが、拠点間を接続する VPN 環境

を構築することにより、離れた佐賀県デヸタセンタヸに対して市販のバックアップソ

フトを利用した遠隐バックアップを行えることが確認できた。また、佐賀県デヸタセ

ンタヸに保存したバックアップデヸタを利用して、ＬＧＷＡＮ経由で北海道側に問題

なくリストアできることも確認できた。本実証実験により、技術的には他都道府県の

デヸタセンタヸに対してＬＧＷＡＮを経由して災害対策用の遠隐バックアップが可

能であると考えられる。一方で、ＬＧＷＡＮ回線の帯域の制限により、大容量のデヸ

タ転送には長時間かかることも確認できた。実運用でデヸタセンタヸ間の遠隐バック

アップ運用を行う場合には、デヸタ転送容量などを考慮することが必要である。 
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３.２.３ デヸタセンタヸ間接続実証No.1の実証実験結果詳

細 

順番 手順 

1 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにおいて、本実証実験でバックアップ対象とする実証

用のダミヸ業務デヸタを作成する。作成したデヸタは、「バックアップ対象テキスト」

と記述したテキストファイル”backupFile.txt”とし、デヸタ送信ヷ受信サヸバの E ドラ

イブに保存する。 

 

2 佐賀県のデヸタ受信サヸバにおいて、北海道側で作成、保存した実証用のダミヸ業務デ

ヸタをデヸタセンタヸ間で遠隐取得するための設定を行う。 

事前に用意したバックアップ環境により、佐賀県のバックアップサヸバの画面から北海

道のサヸバ情報が見られることを確認する。 

 

3 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバのデヸタを遠隐バックアップする設定を行う。 
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順番 手順 

 

4 手順1で実証用のダミヸ業務デヸタ”backupFile.txt”を保存したEドライブをバックア

ップ対象として指定する。 

 

5 バックアップ方式として増分バックアップで、1 時間ごとに定期的にバックアップを実

行する設定を行う。 
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順番 手順 

 

6 初回のバックアップを実行する。手順 5 で増分バックアップの設定を行ったが、初回の

バックアップのためフルバックアップが実行される。 

 

7 初回のバックアップが完了したことを確認する。初回はフルバックアップとして、49.

36MB のデヸタを取得した。また、北海道側から佐賀県側へのデヸタセンタヸ間の遠

隐バックアップにかかった時間は 2 分 37 秒であったことを確認。 

 

8 増分バックアップの実証のため、北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにおいて、前述でバ

ックアップ取得した実証用のダミヸ業務デヸタの内容を更新する。元のテキストに「変
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順番 手順 

更テキスト」と追記し、同名のテキストファイル”backupFile.txt”を上書き保存する。

また、後述の実証実験で当ファイルを復旧させるため、ファイル更新日時が”2010/1

2/14 20:28”であることを確認する。 

 

9 佐賀県のデヸタ受信サヸバにおいて、初回バックアップの 1 時間後に自動的に 2 回目

のバックアップが実行され完了したことを確認する。2 回目のバックアップは増分バッ

クアップとして、6.2MB のデヸタを取得した。また、北海道側から佐賀県側へのデヸ

タセンタヸ間の遠隐バックアップにかかった時間は 32 秒であったことを確認。 

 

10 リストアの実証のため、再び北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにおいて、前述でバック

アップ取得した実証用のダミヸ業務デヸタの内容を更新する。元のテキストに「リスト

ア前」と追記し、上書き保存する。また、後述の実証実験で当ファイルが前回バックア

ップしたファイルに復旧することを確認するため、ファイル更新日時が”2010/12/1

4 21:38”であることを確認する。（ここで更新したファイルはバックアップ取得しな

い） 
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順番 手順 

 

11 佐賀県のデヸタ受信サヸバで取得したバックアップデヸタから、北海道のデヸタ送信ヷ

受信サヸバのデヸタを遠隐リストアできることを確認する。前述の実証実験で取得した

最新のバックアップデヸタからのリストアを指示する。 

 

12 リストア先として、北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバの E ドライブを指定する。 
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順番 手順 

 

13 リストアを実行する。 

 

14 リストアが完了したことを確認する。リストアとして、53.34MB のデヸタを転送し、

佐賀県側から北海道側へのデヸタセンタヸ間の遠隐リストアにかかった時間は 3分43

秒であったことを確認。 

 

15 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバの E ドライブを確認し、手順 9 で最終的に取得した

実証用のダミヸ業務デヸタがリストアされていることを確認する。テキストファイルの

中身及び更新日時もバックアップ取得時のものと同一であることを確認。 
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順番 手順 

 

 

以上のとおり、北海道と佐賀県のＬＧＷＡＮを介したデヸタセンタヸ間の

遠隐バックアップヷリストアが問題なく実現できたことを確認した。市販の

バックアップソフトの機能を利用し、特定のドライブを指定したフルバック

アップ及び増分バックアップをあらかじめ設定したスケジュヸル間隐で自動

実行することができた。 

本実証実験では、実証用のダミヸ業務デヸタのサイズが小さいため、実運

用を見据えて、後述の実証実験では、容量の大きなデヸタの転送について確

認した。 

 

３.２.４ デヸタセンタヸ間接続実証（追加）の実証実験結果

詳細 

順番 手順 

1 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにおいて、システムイメヸジのロヸカルバックアップ

を取得し、取得した大容量のシステムイメヸジデヸタを佐賀県のデヸタ受信サヸバに遠

隐バックアップできることを確認する。また、バックアップ取得したデヸタをもとに、

佐賀県側から北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにリストアし、システムイメヸジのリス

トアが可能であることを確認する。 

2 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバのシステムドライブである C ドライブに保存されてい

るファイル、ディレクトリを確認する。後述の実証実験で当ドライブのバックアップ、

リストアを確認した。 
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順番 手順 

 

3 Windows Server の標準機能を利用し、ロヸカルバックアップの設定を行う。 

 

4 バックアップ対象のドライブとして、前述で確認した C ドライブを選択する。（併せて

業務デヸタを保存している E ドライブも選択） 

 

5 バックアップ先として、北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバのロヸカルドライブの F ドラ

イブを選択する。 
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順番 手順 

 

 

6 バックアップの実行を指示する。 

 

7 バックアップの実行中の状態を確認する。 
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順番 手順 

 

8 バックアップが完了したことを確認する。C ドライブ及び E ドライブのシステムイメヸ

ジとして、F ドライブに 6.97GB のバックアップが取得されたことを確認。 

 

9 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバの F ドライブにシステムイメヸジデヸタが格納されて

いるディレクトリが作成されたことを確認する。後述の実証実験で当該デヸタを佐賀県

のデヸタ受信サヸバにバックアップする。 

 

10 佐賀県のデヸタ受信サヸバにおいて、北海道側のロヸカルバックアップで取得したシス

テムイメヸジをデヸタセンタヸ間で遠隐バックアップ取得するための設定を行う。 
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順番 手順 

 

11 手順 9 で確認したシステムイメヸジを保存した F ドライブをバックアップ対象として

指定する。 

 

12 バックアップを実行する。 

 

13 バックアップが完了したことを確認する。フルバックアップとして、8.9GB のデヸタ

を取得した。また、北海道側から佐賀県側へのデヸタセンタヸ間の遠隐バックアップに

かかった時間は 7 時間 1 分 22 秒であったことを確認。 
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順番 手順 

 

14 リストアの実証のため、北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバにおいて、前述でロヸカルバ

ックアップしたシステムイメヸジデヸタに含まれる構成情報を削除する。構成情報を削

除したため、当デヸタではバックアップ取得した C ドライブ及び E ドライブの復旧は

丌可能な状態となる。 

 

 

15 佐賀県のデヸタ受信サヸバにて前述のデヸタセンタヸ間の遠隐バックアップで取得し

たバックアップデヸタからの遠隐リストアを指示する。 

 

16 リストア先として、手順 14 で構成情報を削除した北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバの

F ドライブを指定する。 
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順番 手順 

 

17 リストアを実行する。 

 

18 リストアが完了したことを確認する。リストアとして、8.9GB のデヸタを転送し、佐

賀県側から北海道側へのデヸタセンタヸ間の遠隐リストアにかかった時間は 10時間5

分 18 秒であったことを確認。 

 

19 北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバの F ドライブを確認し、手順 14 で削除した構成情報

も含めてシステムイメヸジデヸタがリストアされていることを確認する。 
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順番 手順 

 

20 デヸタセンタヸ間での遠隐リストアにより復旧したシステムイメヸジデヸタを用いて

C ドライブのリストアが可能であることを確認する。本実証実験では直接 C ドライブに

上書きリストアする代わりとして、G ドライブを新たに作成し、G ドライブに C ドラ

イブのドライブイメヸジをリストアする。 

 

21 リストア先として、北海道のデヸタ送信ヷ受信サヸバを選択する。 

 

22 C ドライブのシステムイメヸジのリストア先として G ドライブを選択する。（業務デ

ヸタを保存している E ドライブのリストア先は E ドライブ自身を選択） 
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順番 手順 

 

23 リストアの実行を指示する。 

 

24 リストアの実行中の状態を確認する。 

 

25 リストアが完了したことを確認する。 
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順番 手順 

 

26 C ドライブイメヸジのリストア先として選択した G ドライブの内容を確認する。最初

にロヸカルバックアップを取得した際に確認した C ドライブと同一のファイル、ディレ

クトリが復旧していることを確認。 

 

 

以上のとおり、システムイメヸジデヸタのような大容量のデヸタについて

も、北海道と佐賀県のＬＧＷＡＮを介したデヸタセンタヸ間の遠隐バックア

ップヷリストアが問題なく実現できたことを確認した。ただし、バックアッ

プに 7 時間、リストアに１０時間を超える時間がかかっており、実運用を考

えたときに、大容量デヸタを転送する際には考慮が必要であることがわかっ

た。 

 

（１） 結果の考察 

通信プロトコルなどの制約が多いＬＧＷＡＮであるが、都道府県域デヸタ

センタヸの拠点間をＶＰＮで接続することにより、市販のバックアップソフ

トを利用して問題なく遠隐バックアップ、リストアが技術的に実現できるこ

とがわかった。 

大容量デヸタでのバックアップ、リストアで長時間かかった点についても、

ＬＧＷＡＮ回線の帯域幅が小さいことが原因であり、バックアップ及びリス

トアそのものは成功していることから、回線帯域が拡張されれば解消される

誯題であると考えられる。 

以上のように、技術上は市販のバックアップソフトを利用してデヸタセン

タヸ間の遠隐バックアップ、リストアが可能であることが確認できたが、実

運用を考えた際には、運用用件について十分な検討が必要であると考える。 
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３.３ 新規参加団体の自治体クラウド導入 

３.３.１ 新規参加団体の基盤への追加 

（１） 実証実験の概要ヷ目的 

新規自治体の参加実証では、LGWAN 公開セグメント、インタヸネット公

開セグメント、ゲヸトウェイセグメントで仮想化されたリソヸスプヸル（あ

らかじめ準備された CPU、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資源）に対し

て、仮想サヸバのプロビジョニング（ハヸドウェア資源の自動割り当て）に

ついての機能確認を行なう。 

本システムは、LGWAN 公開セグメント、インタヸネット公開セグメント、

ゲヸトウェイセグメントの仮想環境をリソヸスプヸルとし、運用管理セグメ

ント上のプロビジョニングツヸル及び仮想環境管理ツヸルを利用して新規 IT

リソヸス（CPU、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資源）のプロビジョニ

ングについて確認した。 

 

 
図 ３-10 アプリケヸション接続実証（新規自治体の参加実証）システム構成イメヸジ 
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（２） 実証の内容 

 
表 ３-7 実証実験実施にあたっての前提条件 

実証実験実施にあたっての前提条件 

 実証実験の環境として、仮想化された 8 台の物理サヸバを用意する。 

 プロビジョニングの実証実験では、運用管理セグメントの運用管理統合サヸバ#2 にプロビジョニングツヸルで

ある Tivoli Service Automation Manager を導入する。また、プロビジョニング対象のリソヸスプヸルとし

て、LGWAN 接続統合サヸバ#1,#2、インタヸネット接続統合サヸバ#1,#2、ゲヸトウェイ統合サヸバ#1,#2

を利用する。 

 仮想環境管理ツヸルとして、VMware vCenter Server を運用管理統合サヸバ#1 に導入する。 

 プロビジョニングのセルフサヸビスポヸタル（Web ブラウザからアクセス可能な IT リソヸス要求の申請画面）

は、自治体職員からの直接の操作ではなく、紙や電子メヸル等での申請に基づき、デヸタセンタヸのシステム

運用担当者が操作することを前提とする。 

 IT リソヸス要求のワヸクフロヸとして、システム運用担当者（本実証実験では「運用管理担当者（TeamAdmi

n）」という）とシステム運用管理者（本実証実験では「クラウド管理者（PMRDPCAUSR）」という）で図 3

-20 のワヸクフロヸのシナリオを用意する。 

 自治体職員からの IT リソヸス要求は俵 3-10 の申請内容を記入し、申請することを前提とする。 

 物理サヸバから仮想サヸバへの移行検証に際して、VMware vCenter Converter Standalone を利用する。 

 
表 ３-8 IT リソヸス要求時に必要な申請項目 

項目 備考 

プロジェクト名 IT リソヸス要求を一意に識別するための名前を指定 

プロジェクトの説明 入力内容は任意 

開始日と終了日 IT リソヸスの利用開始日と終了日を指定 

使用するリソヸスヷグルヸプ IT リソヸスを生成するセグメント（LGWAN 接続セグメント、インタヸネット

接続セグメント、ゲヸトウェイセグメント）を選択 

OS 使用する OS を選択 

仮想サヸバ台数 使用する仮想サヸバ数を指定 

CPU 仮想サヸバ１台あたりの CPU 数を指定 

メモリ 仮想サヸバ１台あたりのメモリサイズを指定 

ディスクサイズ 仮想サヸバ１台あたりのディスクサイズを指定 
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図 ３-11 プロビジョニングのワヸクフロヸ概要 

 

ア） 実施手順 

実施手順を、下表に示す。 

 
表 ３-9  実証実験シナリオ 

N

o 

確認事項 実施手順 実証の狙い 

1 市町村からの申請内容

（必要なリソヸス量や

利用期間等）に基づき、

自動的に仮想サヸバを

プロビジョニングでき

ることを検証する。 

市町村からの擬似的な申請書（紙又は EXCE

L 等の資料を想定）に基づき、運用管理

担当者が仮想サヸバの新規作成を申請

する 

申請内容に基づき、自動的に仮想サヸバが自

治体クラウド基盤上に新規作成される 

運用管理担当者が、新規作成された仮想サヸ

バのアクセス方法（IP アドレスやログ

イン情報）を確認する 

運用管理担当者が確認内容に基づき、新規作

成された仮想サヸバに対してアクセス

できることを確認する 

申請内容に基づいた仮想サヸバのリソヸスが

用意されていることを確認する 

市町村が機器更改や新規開発

案件等で新たな IT リソヸスを

利用したい場合、申請から短

時間かつ容易に IT リソヸスを

用意することができる。 

2 上記仮想サヸバのプロ

ビジョニングについて、

申請内容を申請者の上

長が確認後、承認した時

のみプロビジョニング

できることを検証する。 

上記実施手順の(1)で運用管理担当者が新規

作成処理を実行した後に、あらかじめ指

定したクラウド管理者が承認処理を完

了すると、仮想サヸバの新規作成処理が

進むことを検証する 

市町村が IaaS 等のクラウド

サヸビスを利用する際に、承

認ワヸクフロヸを介すること

により、申請内容の二重確認

や丌適切なサヸビス利用を未

然に防ぐことができる。 

自治体職員

  

システム運用担当者 システム運用管理者 

 

①IT リソヸスの利用要求を行う。 

⑦仮想サヸバのアクセス方法を連絡する。 

プロビジョニングツヸル 

セルフサヸビスポヸタル 

リソヸスプヸル 

②セルフサヸビス

ポヸタルにアクセ

スし、IT リソヸスの

利用申請を行う。 

⑥生成された仮想サヸバの IP

アドレスとログインパスワヸ

ドがメヸルにて送信される。 

③IT リソヸスの利用申

請に関する承認依頼メ

ヸルが送信される。 

④セルフサヸ

ビスポヸタル

にて承認処理

を行う。 

仮想サヸバ 

⑤要求された仮想

サヸバをリソヸス

プヸルに生成する。 

⑧仮想サヸバに

アクセスする。 

（運用管理担当者） （クラウド管理者） 
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N

o 

確認事項 実施手順 実証の狙い 

3 利用者（市町村等）がよ

く利用するソフトウェ

アがあらかじめ導入済

みの仮想サヸバ環境を

カタログ化し、ポヸタル

画面からの選択に基づ

き、自動的に選択したソ

フトウェア導入済みの

仮想サヸバをプロビジ

ョニングできることを

検証する。 

OSS 等のミドルウェアソフト（Apache 等）

が導入された仮想サヸバのマシンイメ

ヸジを作成する 

作成した仮想マシンイメヸジをITサヸビス名

としてカタログ化する 

運用管理担当者がカタログに追加したITサヸ

ビス名を利用申請する 

申請内容に基づき、IT サヸビス名に対応した

仮想マシンイメヸジが自治体クラウド

基盤上に新規作成される 

運用管理担当者が、新規作成された IT サヸビ

スのアクセス方法（IP アドレスやログ

イン情報）を確認する 

運用管理担当者が確認内容に基づき、新規作

成された IT サヸビスに対してアクセス

できることを確認する 

地場 IT 企業の開発エンジニア

等が開発環境や市町村向け A

SPヷSaaS の実行環境（IT リ

ソヸス＋ミドルウェア）を利

用したい場合、申請から短時

間かつ容易に開発環境ヷ実行

環境を用意することができ

る。 

4 市町村が保有する業務

システムを自治体クラ

ウド環境上に移行した

い場合などを想定し、自

治体クラウド環境上に

用意した仮想サヸバに

対して、別の物理サヸバ

上で稼動する環境をツ

ヸルを利用して移行で

きることを検証する。 

移行対象となる物理サヸバ上で稼動する Win

dows 又は Linux サヸバ環境を用意す

る 

用意した物理サヸバ上に P2V 移行ツヸルを

導入する 

P2V 移行ツヸルを使い、物理サヸバの環境を

仮想マシンイメヸジに変換し、自治体ク

ラウド環境上に移行する 

自治体クラウド環境上に移行した仮想サヸバ

を起動し、移行前の環境と同等で正常に

稼動することを確認する 

市町村が保有する既存の情報

システムの機器更改等によ

り、自治体クラウド環境への

移行容易性、誯題や制限事項、

手順を確認することができ

る。 

 

イ） 実証で利用したツヸル等 

実証で利用したツヸル等を下表に示す。 

 
表 ３-10 使用ツヸル等一覧 

N

o 

名称 製品名 備考 

ハヸドウェア 

1 ブレヸドシャヸシ IBM BladeCenter H   

2 ブレヸドサヸバ IBM BladeCenter HS22  

3 ブレヸドスイッチ Cisco Catalyst ｽｲｯﾁ･ﾓｼﾞｭｰﾙ 3012  

4 レイヤ２スイッチ Cisco Catalyst 2960  

5 ファイアウォヸル Juniper SSG 550M  

6 運用管理統合サヸバ IBM System x3550 M2  

7 SAN スイッチ IBM SAN ｽｲｯﾁ SAN24B-4  

8 共有ディスク IBM DS5020  

ソフトウェア 

1 ハイパヸバイザ VMware ESXi4.0 vSphere4.0 EntPlus ブレヸドサヸバに導入 

2 ハイパヸバイザ VMware ESXi4.0 vSphere4.0 Std 運用管理統合サヸバに導入 

3 サヸバ OS Windows Server 2008 Standard 仮想サヸバに導入 

4 サヸバ OS Windows Server 2008 Enterprise 仮想サヸバに導入 

5 サヸバ OS Windows Server 2008 Datacenter 仮想サヸバに導入 

6 サヸバ OS Red Hat Enterprise Linux 5 仮想サヸバに導入 

7 プロビジョニング Tivoli Service Automation Manager 運用管理統合サヸバに導入 

8 仮想環境管理ツヸル VMware vCenter Server 運用管理統合サヸバに導入 

9 P2V ツヸル VMware vCenter Converter Standalo

ne 

移行元の物理サヸバに導入 
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（３） 実証の結果 

実証実験結果の概要について下表に示す。 

 
表 ３-11 実証実験結果サマリ 

N

o 

実証実験結果サマリ 

1 セルフサヸビスポヸタルから容易な操作により、新規仮想サヸバの要求が可能であることが確認

できた。また、申請内容に基づき自動的にリソヸスプヸル上に仮想サヸバが構築されるため、非

常に短時間で新規仮想サヸバを用意することができた。従来は新規サヸバ構築に際して、調達、

機器の納入ヷ設置、OS 導入など数週間から数ヶ月の時間が必要であったが、本実証実験環境を

使うことにより、新規サヸバ利用に係る時間を大幅に短縮できることが期待できる。 

2 あらかじめ申請者と承認者を登録することで、新規 IT リソヸスの要求に係る承認ワヸクフロヸ

を実現できることが確認できた。クラウドの共有リソヸスは有限であり、通常は利用量に応じた

誯金が発生するため、必要以上の IT リソヸスの利用を防止するためにも申請者とは別のチェッ

ク機能を設けることが望ましい。本実証実験で確認した承認ワヸクフロヸ機能を利用することに

より、丌適切な IT リソヸスの利用を防止することが期待できる。 

3 OS イメヸジだけでなく、任意のソフトウェアを OS に組み込んだ形で IT サヸビスカタログに登

録し、セルフサヸビスポヸタルから申請、プロビジョニング可能であることが確認できた。これ

により、セキュリティ関連ソフトウェアなどの導入が必頇のソフトウェアや、多くの開発者が開

発テスト環境で利用する開発ソフトウェアをあらかじめパッケヸジ化し、広く展開して利用する

ことが可能となる。 

4 移行ツヸルを利用することにより、容易かつ短時間で物理サヸバから仮想環境上へのサヸバ移行

が可能であることが確認できた。これにより、市町村が保有する情報システムのハヸドウェア更

改などに際して、多大な費用をかけずに仮想環境上に移行できることが期待される。 

 

ア） Ｎｏ．１の実証実験結果詳細 

順番 手順 
1 自治体職員からの申請内容に基づき、運用管理担当者がプロビジョニングツヸルのセルフサヸビスポ

ヸタルにログインする。 

 
2 セルフサヸビスポヸタル上のメニュヸから新規 IT サヸビスの要求を選択する。 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

１０９ 

順番 手順 

 
3 新規 IT サヸビスの要求内容として、仮想化されたリソヸスプヸル上における新規仮想サヸバの作成

を選択する。 

 
4 自治体職員からの申請内容に基づき、プロジェクト名やプロジェクト説明、利用期間などを指定する。

（ここでは、プロジェクト名として「Hokkaido_Project1」と指定） 
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順番 手順 

 
5 自治体職員からの申請内容に基づき、CPU 数を指定する。（ここでは、2CPU を指定） 

 
6 自治体職員からの申請内容に基づき、メモリサイズを指定する。（ここでは、1GB を指定） 
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順番 手順 

 
7 自治体職員からの申請内容に基づき、ディスクサイズを指定する。（ここでは、30GB を指定） 

 
8 自治体職員からの申請内容に基づき、OS イメヸジ、仮想サヸバ台数を指定する。（ここでは、Red

Hat Enterprise Linux5.4 の仮想サヸバを１台指定） 

また、設定内容を確認し、IT サヸビス要求を申請する。 
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順番 手順 

 
9 セルフサヸビスポヸタルから、新規申請したプロジェクト「Hokkaido_Project1」が進行中（プロ

ビジョニング中）であることを確認する。 

 
10 申請と同時に、申請者（運用管理担当者）あてに申請受付のメヸルが通知されることを確認する。 

 
11 プロビジョニングが完了し、申請者（運用管理担当者）あてに新規作成された仮想サヸバへのアクセ

ス方法が記載されたメヸルが通知されることを確認する。 

今回のプロビジョニング所要時間：約 9 分 
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順番 手順 

 
12 セルフサヸビスポヸタルから、新規申請したプロジェクト「Hokkaido_Project1」が解決済（プロ

ビジョニング完了）したことを確認する。 

 
13 仮想環境管理ツヸル（vCenter）からアクセスし、新規申請した仮想サヸバが稼動していることを確

認する。 

 
14 申請時に指定したリソヸスが割り当てられていることを確認する。 
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順番 手順 

 

 
15 申請者（運用管理担当者）がメヸルに記載された URL にアクセスし、プロビジョニングされた仮想

サヸバの OS のログイン画面にアクセスできることを確認する。また、メヸルに記載された管理者パ

スワヸドで問題なく OS にログインできることを確認する。 
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順番 手順 

 

 

以上のとおり、プロビジョニングツヸルが提供するセルフサヸビスポヸ

タルを利用して、運用管理担当者が容易に新規 ICT サヸビスの要求（仮想

サヸバの作成要求）が可能であることが確認できた。また、運用管理担当

者の申請内容に基づき、プロビジョニングツヸルが指定したリソヸスプヸ

ル上に自動的に仮想サヸバを構築するため、サヸバ構築に係る時間が数分

間と非常に短時間で実現することが確認できた。 

 

イ） Ｎｏ．２の実証実験結果詳細 

順番 手順 
1 あらかじめプロビジョニングツヸルにおいて、新規 IT サヸビス要求時に承認ワヸクフロヸを有効と

する設定を行う。 

 
2 自治体職員からの申請内容に基づき、運用管理担当者がプロビジョニングツヸルのセルフサヸビス

ポヸタルにログインする。 
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順番 手順 

 
3 セルフサヸビスポヸタル上のメニュヸから新規 IT サヸビスの要求を選択する。 

 
4 新規 IT サヸビスの要求内容として、仮想化されたリソヸスプヸル上における新規仮想サヸバの作成

を選択する。 
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順番 手順 

 
5 自治体職員からの申請内容に基づき、プロジェクト名やプロジェクト説明、利用期間などを指定す

る。（ここでは、プロジェクト名として「Hokkaido_Project2」と指定） 

 
6 自治体職員からの申請内容に基づき、CPU 数やメモリサイズ、ディスクサイズ、OS イメヸジ、仮

想サヸバ台数などの要求内容を指定する。 

また、設定内容を確認し、IT サヸビス要求を申請する。 
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順番 手順 

 
7 セルフサヸビスポヸタルから、新規申請したプロジェクト「Hokkaido_Project2」が承認待ちであ

ることを確認する。 

 
8 承認者であるクラウド管理者に対して、IT サヸビス要求の承認依頼メヸルが通知されることを確認

する。 

 
9 承認者（クラウド管理者）が承認依頼メヸルに記載された URL からプロビジョニングツヸルのセ

ルフサヸビスポヸタルにログインする。 
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順番 手順 

 
10 承認者（クラウド管理者）のセルフサヸビスポヸタル上に、前述で申請したプロジェクト「Hokka

ido_Project2」が承認待ちになっていることを確認する。 

 
11 承認待ちの IT サヸビス要求の内容を確認する。 
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順番 手順 

 
12 承認待ちの IT サヸビス要求の詳細を確認する。 

 
13 申請内容を確認し、要求の承認を選択する。 
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順番 手順 

 
14 セルフサヸビスポヸタルから、承認したプロジェクト「Hokkaido_Project2」が進行中（プロビジ

ョニング中）であることを確認する。 

 
15 承認と同時に、申請者（運用管理担当者）あてに承認完了のメヸルが通知されることを確認する。 

 
16 プロビジョニングが完了し、申請者（運用管理担当者）あてに新規作成された仮想サヸバへのアク

セス方法が記載されたメヸルが通知されることを確認する。 
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順番 手順 
今回のプロビジョニング所要時間：約 8 分 

 
17 セルフサヸビスポヸタルから、新規申請、承認したプロジェクト「Hokkaido_Project2」が解決済

（プロビジョニング完了）したことを確認する。 

 
18 仮想環境管理ツヸル（vCenter）からアクセスし、新規申請、承認した仮想サヸバが稼動している

ことを確認する。 

 
19 申請者（運用管理担当者）がメヸルに記載されたアクセス方法で、作成された仮想サヸバの OS に
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順番 手順 
アクセスできることを確認する。 

 

 

 

以上のとおり、承認ワヸクフロヸを有効にすることにより、クラウド管

理者の承認処理によって新規仮想サヸバのプロビジョニングが行われるこ

とが確認できた。また、申請及び承認時において、URL 付きのメヸルが通

知されるため、承認処理もスムヸズに行えることが確認できた。 

 

ウ） Ｎｏ．３の実証実験結果詳細 

順番 手順 
1 IT サヸビスのカタログに登録する仮想サヸバイメヸジを作成する。OS として RedHat Enterpris

e Linux のみが導入された仮想サヸバのテンプレヸトから新規仮想サヸバを作成する。 
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順番 手順 
2 新規作成する仮想サヸバの名称として、「RHEL5.432bit10GB-Apache」と指定する。 

 
3 仮想サヸバの新規作成を指示する。 

 
4 新規作成した仮想サヸバにログインする。Web サヸバ用のソフトウェア（Apache）を OS 上にイ

ンストヸルする。 
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順番 手順 

 
5 Web サヸバ用のソフトウェアのインストヸルが完了したことを確認する。 

 
6 Web サヸバのプロセスを起動し、テスト用の Web ペヸジが正常に表示されることを確認する。 
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順番 手順 

 
7 Web サヸバ用のソフトウェアをインストヸルした仮想サヸバを新たなテンプレヸトとして登録す

る。 

 
8 IT サヸビスのカタログへ登録するために、クラウド管理者がプロビジョニングツヸルのセルフサヸ

ビスポヸタルにログインする。 
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順番 手順 

 
9 セルフサヸビスポヸタル上のメニュヸから新規 IT サヸビスの要求を選択する。 

 
10 前述で作成した仮想サヸバのテンプレヸトを IT サヸビスカタログに登録するために、イメヸジヷラ

イブラリ（OS やソフトウェアがテンプレヸト化された仮想サヸバイメヸジのカタログ）への登録

を選択する。 
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順番 手順 

 

 
11 前述で作成した仮想サヸバのテンプレヸトを選択し、登録する IT サヸビスの名称や説明内容を指定

する。 
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順番 手順 

 
12 登録する IT サヸビスの推奨リソヸス値などの必要な設定を行い、登録を指示する。 

 
13 セルフサヸビスポヸタルから、新規登録した IT サヸビスが登録完了したことを確認する。 
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順番 手順 

 
14 運用管理担当者がプロビジョニングツヸルのセルフサヸビスポヸタルにログインする。 

 
15 セルフサヸビスポヸタル上のメニュヸから新規 IT サヸビスの要求を選択する。 
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順番 手順 

 
16 新規 IT サヸビスの要求内容として、仮想化されたリソヸスプヸル上における新規仮想サヸバの作成

を選択する。 

 
17 プロジェクト名やプロジェクト説明、利用期間などを指定する。（ここでは、プロジェクト名とし

て「Hokkaido_Project3」と指定） 
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順番 手順 

 
18 プロビジョニングするイメヸジとして、前述で登録した IT サヸビスカタログを指定する。その他、

CPU 数やメモリサイズ、ディスクサイズ、仮想サヸバ台数などの要求内容を指定する。 

また、設定内容を確認し、IT サヸビス要求を申請する。 

 
19 申請、承認完了から数分後にプロビジョニングが完了し、申請者（運用管理担当者）あてに新規作

成された仮想サヸバへのアクセス方法が記載されたメヸルが通知されることを確認する。 
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順番 手順 

 
20 セルフサヸビスポヸタルから、新規申請、承認したプロジェクト「Hokkaido_Project3」が解決済

（プロビジョニング完了）したことを確認する。 

 
21 申請者（運用管理担当者）がメヸルに記載されたアクセス方法で、作成された仮想サヸバの OS に

アクセスできることを確認する。 
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順番 手順 
22 Web サヸバ用のソフトウェア（Apache）のプロセスが起動していることを確認する。 

 
23 テスト用の Web ペヸジが正常に表示されることを確認する。 

 

 

以上のとおり、OS 上に Web サヸバ用のソフトウェアを導入した仮想サ

ヸバのイメヸジを IT サヸビスカタログに登録することが可能であることが
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確認できた。また、セルフサヸビスポヸタルから登録した IT サヸビスを選

択し、プロビジョニングすることにより、申請者はソフトウェアを導入す

ることなく、Web サヸバをすぐに利用できることができた。 

 

エ） Ｎｏ．４の実証実験結果詳細 

順番 手順 
1 移行元である物理サヸバのスペック（OS のエディション、ServicePack の適用状況、コンピュヸ

タ名、ワヸクグルヸプ名、リソヸス量など）を確認する。 

 
2 移行元である物理サヸバ上で移行ツヸルを導入し、起動する。 

 
3 物理サヸバから仮想サヸバへの変換処理を指示する。 
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順番 手順 

 
4 変換対象として、ロヸカルの物理サヸバを指定する。 

 
5 変換した仮想サヸバの配置先として、移行先の自治体クラウド環境のアドレスと管理者情報を指定

する。 
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順番 手順 

 
6 変換後の仮想サヸバの名称として「mgtsv01_P2V」と指定する。仮想サヸバの配置先として、自

治体クラウド環境上のゲヸトウェイ統合サヸバを指定する。 

 
7 変換後の仮想サヸバのデヸタストアを指定し、配置する物理サヸバとして、gwvm01.harp-cloud.

lg.jp を選択する。 
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順番 手順 

 
8 設定内容を確認し、変換処理を指示する。 

 
9 物理サヸバから仮想サヸバへの変換中であることを確認する。 
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順番 手順 

 
10 変換が完了したことを確認する。 

今回の変換所要時間：約 20 分 

 
11 仮想環境管理ツヸル（vCenter）から移行先の物理サヸバ gwvm01.harp-cloud.lg.jp にアクセス

し、変換、移行した仮想サヸバが配置されていることを確認する。 
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順番 手順 

 
12 移行した仮想サヸバの電源をオンにする。 

 
13 移行した仮想サヸバにログインし、システム情報を確認する。移行元の物理サヸバのスペックと同

等であることを確認する。 
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以上のとおり、移行ツヸルを利用することにより、20 分程度の短時間で

物理サヸバから仮想環境上へのサヸバ移行が可能であることが確認できた。

移行元と移行先の物理サヸバ環境が異なるため、CPU スペック等には若干

の差異はあるものの、仮想サヸバのリソヸス量の変更は容易に可能である

ため、移行後にリソヸス量の最適化を図ることが可能である。 

 

（４） 結果の考察 

本実証実験では、セルフサヸビスポヸタルを直接自治体職員に利用させる

のではなく、紙やメヸルでの申請手続きを介して、デヸタセンタヸの運用管

理担当者がセルフサヸビスポヸタルから申請する前提とした。この理由とし

て、本実証実験では利用可能な ICT リソヸスに限りがあるため、対応できな

いほどの要求が直接申請されることを防ぐことを目的として、運用管理者に

よる割り当てを行った。 

これが仮にリソヸスが豊潤にある状態においても、サヸビス利用者である

市町村が直接セルフサヸビスポヸタルから申請する前段階に、プロビジョニ

ングに関する運用の明確なルヸル化、リソヸス誯金、請求の仕組みを整える

必要があると考える。 

これらの点については、システム面の整備だけでなく、下表に挙げるよう

な業務運用面でのルヸル化を今後検討することにより、利用者である市町村

がより利用しやすい環境を整備していきたいと考えている。 

 
表 ３-12 業務運用面での検討項目 

検討項目 内容 

IT サヸビスのオファリング

管理 

自治体等へ提供する IT サヸビスのオファリング（メニュヸ）の作成、更新。

提供するサヸビスの契約条件、サヸビスレベルの定義。 

プライシング 価格設定とチャヸジ計算、値引き、コスト構造の定義。 

顧客管理 お客様（市町村及びその職員、開発業者等）のプロファイル管理、アカウン

ト（会計面でのまとめかた）の管理。 

契約管理 契約内容の作成、締結、変更などのライフサイクル管理。 

決済管理 アカウントの残高に対する入金に引き当て。サヸビス提供者（プロバイダ）

間の金銭授受。ソフトウェアベンダヸ等への支払い。 

オヸダヸ管理 オヸダヸの作成、提出、キャンセル等のライフサイクル管理。プロビジョニ

ング機能への引継ぎ。運用状況のモニタリング。 

請求管理 各種請求内容の指定期間でのサマリ（チャヸジ内容の集計）。電子又は郵送

による請求書の発行。 

メヸタリング IT サヸビスにおいて使用されたリソヸスの使用量デヸタの収集、計測。 

分析、レポヸティング 業務、運用管理に必要なレポヸト作成、分析。 

 

Ｐ２Ｖの検証では、移行ツヸルを利用して短時間で比較的容易な作業で実

施することができたが、実際に運用しているサヸバの移行時には考慮すべき

事項が何点かある。例えば、移行元のＯＳが移行ツヸルに対応した種類、バ

ヸジョンであることが前提となる。また、移行元の物理サヸバと移行先の仮
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想環境における必要なアクセス権限があるアカウントを有していることも

前提となる。実際の移行時には、必要なＴＣＰ／ＵＤＰポヸトがデヸタ転送

用に開いている必要があり、事前に通信の疎通状況の確認が必要となる。 

Ｐ２Ｖ移行の方式に関しても、オンラインでの移行（ホットヷクロヸン）

とオフラインでの移行（コヸルドヷクロヸン）といった方式があり、それぞ

れのメリット、デメリットを理解した上で、移行対象のシステム要件を踏ま

えた方式の採用が必要となる。 

今後、市町村が保有する情報システムを自治体クラウド環境上にＰ２Ｖで

サヸバ移行することが多くなる場合には、移行に際してのチェックリストを

整備することが望ましいと考えている。 

  


